
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 食肉センター移転での調印式にお

ける北口議員の言動が不当要求行為

に相当するとの判断を受け、昨年の

12 月議会で、市議会全会派一致で、

北口議員の辞職勧告を議決しました。 

その後、市民 6,859人の署名で調

査請求された政治倫理審査会でも、

①食肉センター移転の契約調印式で

の暴言、②東区画図の農業水路工事、 

 

 

 市議会では、北口議員が速やかに

辞職しない場合、「熊本市不当要求行

為等防止対策会議」から、不当要求

にあたると判断された 27件の事案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③中央区国府のサービス付高齢者住

宅の確認申請の 3 事案が調査され、

北口議員の言動は政治倫理条例に違

反すると判断され、審査会から辞職

勧告されました。また、市の調査で

北口議員にかかる 27 件の事案が不

当要求と判断されました。 

 以上から、市議会として 2度目の

辞職勧告をするに至りました。 

 

 

について調査するための「特別委員

会」を設置し、社会的・道義的責任

を追及していくことにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 北口議員は、市議会での「辞職勧

告」議決に先立ち、地元紙の取材に

答え、議員を続けるという意向を表

明しました。 

 政治倫理審査会の報告に「北口議

員は自己弁護や責任転嫁に終始し、

問題に真摯に向き合っているのか疑

問である」と述べられているように、

反省が見られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかも、インタビューでは「不適切

な事務を、おかしいと指摘したら悪

者にされた。（辞職勧告する）市議会

は勉強不足で、チェック機能を果た

していない」と、自分を正当化し、

開き直っています。このような態度

は絶対に許されるものではありませ

ん。 

 

 

 

 

熊本市議会「全会一致」で 2度目の辞職勧告を議決 
 12 月 5 日、熊本市議会の開会日、議会運営委員会メンバー全員が

発議者になり、北口和皇議員への辞職勧告決議が提案されました。自

民党市議団から提案理由の説明が行われたのち、全会派一致で議決し

ました。 

辞職勧告に従わず、政治倫理条例違反と不当要求行為は明白 
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不当要求行為についての「特別委員会」の設置も 

弁護士による「無料法律相談」のご案内 
 毎月定例で無料の法律相談を行っています。どなたでもご利用できま

す。震災に関わる法律相談も含め、ぜひご利用ください。 

「事前予約制」です。ご希望の日時に電話予約をお願いします。 
 

● １２月２１日（水） 午後２時～４時 

 中央区生活相談所（大江5‐15‐20）     ℡ 375‐2200 

● １２月１６日（金） 午後４時～６時 

 東区生活相談所（広木町７-２３-２）     ℡ 328‐2656 

● １２月２１日（水） 午後１時３０分～４時 

山本のぶひろ渡鹿生活相談所（渡鹿6‐5‐60）℡ 362‐5181 

● １２月２０日（金） 午後６時～８時 

 北区生活相談所（武蔵ケ丘1‐10‐1）        ℡ 338‐2001 

● １月１２日（木）  午後１時～４時 予定 

   菜の花法律事務所（南区江越1‐17‐12）   ℡ 322‐2600 

北口和皇議員の暴言・パワハラ、執行部への不当な圧力 

北口議員本人は、全く無反省に、「議員を続ける」意向を表明 

 



 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１１月２８日に開かれた公共

施設マネジメント特別委員会で

は、熊本市が保有する公共施設

の建て替えや更新に関する公共

施設等総合管理計画（素案）が

示されました。  

熊本市が保有する建物につい

ては、現状のままでいけば、今

後４０年間で１兆２４０億円、

道路や上下水道などインフラに

は９３１８億円の費用を要する

ことも明らかになっています。 

今後４０年間、年平均２５６

億円もの更新費用が必要となる

計算です。 

管理計画（素案）では、こう

した状況に対し、施設の統廃合

などで公共施設の床面積を削減

すること、施設の長寿命化に取

り組むなどの基本方針が示され

ました。 

更新費用が莫大となることに

対し、熊本市は公共施設の延床

面積を２０％削減することで、

更新費用の抑制を図るとしてい

ます。 

学校の複合化、市営住宅の戸

数削減、公民館や集会施設など

の存廃の検討、老人憩の家の新

設・建て替えは行わない、利用

者の少ない図書館の統廃合な

ど、住民にとって必要な施設も

削減の対象となっています。 

こまめなメンテナンスを行うことで、建て替えの周期を一般的な

６０年から７０年に延ばし、更新費用を抑える方針です。 

熊本市は、３００億円の費用

を投じＭＩＣＥ施設（３０００

人規模の国際会議場やコンサ

ートホール等）を新設しようと

しています。 

公民館や図書館など身近な

施設の削減を住民に迫る方針

を示しながら、一方で、大型ハ

コモノＭＩＣＥ施設を新設す

るなど、市民の理解を得られる

ものではありません。 

既存の公共施設の更新経費

が大きな課題となってい

るなかで、他都市では新た

な施設の整備は行わない

など方針を示していると

ころもあります。 

ＭＩＣＥ施設の整備は

きっぱり中止すべきです。 

「熊本市役所花畑町別館

を活かす会」は、市が解体を

決めた花畑町別館について、

保存し活用を求める陳情を

提出しました。 

陳情書では、「花畑町別館

が、今年６月、国際学術組織

のドコモモより『日本における

モダンムーブメント建築』に

選定されたことなどを紹介。

熊本地震にも耐え、歴史的

建造物として十分に価値の

ある花畑別館を存続し、利

活用するよう求めました。 

日本共産党 市議会だより 2016 年 12 月号 

高度経済成長期に建設された公共施設の多く

が、更新時期を迎えています。莫大な費用を要す

ることから、更新の際の規模適正化や長寿命化

など公共施設の管理方針を定めたものです。 
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